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中学生におけるパーソナリティと
政治的関心の関連性：

アクティブラーニングによる媒介モデル

川本　哲也・唐　音啓

1　はじめに

　現代の民主主義社会において，個々人が政治に関する意思決定プロセスに主体
的に参加し，社会的な組織に加わり行動することは，重要な要素である。そのよ
うな政治や社会への主体的な参加を促す要因として，政治的関心があげられる。
政治に関心を持つ人は，政治に関する情報に敏感で，ニュースなどの情報源から
政治や社会に関する事がらを学ぶ意欲と能力を持つ傾向があることが指摘されて
いる（Strömbäck & Shehata, 2010）。他にも，政治的関心の高さは政治に関わ
るトピックについて他者と議論をしたり（Bennett, Flickinger, & Rhine, 2000），
選挙の際には自ら投票を行い，かつ様々な政治に関する活動に積極的にかかわる
ことと関連している（Best & Krueger 2005）。そして，政治的関心を高く持つ
人は，自分たちの行動が社会に変化をもたらしうると，自身の行動に対する効力
感を感じている（Arens & Watermann, 2017）。しかし，例えば投票率を見ても
我が国のそれは諸外国と比べて低い方に位置しており，2015 年時点での OECD
加盟国 34 か国中 32 位に位置している（OECD, 2016）。加えて，我が国におい
ては 2016 年に公職選挙法の改正に伴い選挙権年齢が 18 歳に引き下げられたが，
若年層の投票率は他の年代に比べて低く（公益財団法人 明るい選挙推進協会 , 
2018; 総務省 , 2019），内閣府（2019）による調査でも，若年層の政治に対する関
心は諸外国と比べて決して高くはない結果になっている。このような現状に鑑み
ると，これから社会を担っていく青年期の子どもたちの政治的関心を向上させる
ことは，我が国において重要なテーマといえる。本論文では，政治的関心をいか
に向上させうるのかということについて，その可能性を模索することを試みた。

1.1.　政治的関心を育む意義
　政治的関心を育むというテーマは，2000 年代以降に国内外で注目されてきた
シティズンシップ教育と関連する。シティズンシップとは，「ある共同体の完全
な成員である人々に与えられた地位身分」と定義され（Marshall & Bottomore, 
1987 岩崎・中村訳 1993），現代の民主主義社会において市民が備えるべき資質
や態度などを含む広範な概念である。シティズンシップを構成する要素には政治
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的な要素（政治的関心やリテラシー，投票行動など），社会的な要素（福祉やセー
フティーネットなど），経済的な要素（労働に関することなど）などが含まれて
いる（Isin & Turner, 2002）。シティズンシップ教育は特に中学校や高等学校に
相当する学校段階の生徒たちに対して展開され，生徒たちが成人した後，民主主
義社会の中で一人の主体的な市民としての役割を果たすための準備としての意味
合いがあると言われる（Galston, 2004; Torney-Purta, 2002; Youniss, 2011）。
　政治的関心に関する実証的な知見から，政治的関心の高さが市民活動への
参 加 と 関 連 す る こ と や（Pasek, Kenski, Romer, & Jamieson, 2006; Verba, 
Schlozman, & Brady, 1995），政治に関係する事がらについて家族や友人と話
すことが市民活動への参加と関連すること（McIntosh, Hart, & Youniss, 2007; 
Zukin, Keeter, Andolina, Jenkins, & Delli Carpini, 2006）が明らかにされている。
政治的関心をはじめとする政治に関する要素は，シティズンシップの中でも中核
的な部分を占めると考えられる。理論的な視点からも，シティズンシップ教育に
よる政治的なリテラシーの向上の必要性が指摘されており（竹島 , 2016），政治
的関心の育成というテーマは，現代社会において非常に意義のあることといえる
だろう。

1.2.　政治的関心の発達とその個人差
　では，政治的関心はどのように発達するのだろうか。生涯発達過程における政
治的関心の変化と安定性について検討をした研究によると，政治的関心は成人期
になるとあまり変化しないが（Prior, 2010），児童期や青年期においてはその相対
的安定性は低く，加齢とともに平均値が高くなっていく傾向があるという（Russo 
& Stattin, 2017）。つまり，我が国において選挙権を得る年齢よりも前の年齢層の
子どもたちにおいて，政治的関心の教育可能性が高いということができる。
　政治的関心の個人差の規定因としてあげられるものの一つに，パーソナリティ
がある。パーソナリティとは，私たちの行動や思考，感情の比較的安定したパ
ターンを生じさせるものであり（Roberts, 2009），一人ひとりの様々な行動に
対して影響し，その人らしさを形作るものといえる。ここ 30 年ほどの間，世
界的に多用されコンセンサスが得られてきたパーソナリティ特性の理論として，
ビッグ・ファイブをあげることができる（John, Naumann, & Soto, 2008）。こ
れは，人のパーソナリティを 5 つの特性から把握しようとする理論で，外向性

（Extraversion），調和性（Agreeableness），誠実性（Conscientiousness），神
経症傾向（Neuroticism），開放性（Openness）の 5 つが含まれる。外向性の高
い人は，現実の社会に対し積極的に接近する傾向を強く持ち，活発で社交的，ポ
ジティブな感情を経験しやすいといった特徴がある。調和性の高い人は，他者に
対して向社会的ないし共感的にふるまう傾向が強く，利他的で優しく，謙虚な振
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る舞いをしやすい。誠実性が高い人は，自分の衝動を社会で決められたルールに
沿ってコントロールし，目標に向けて計画的に行動をとることができる。神経症
傾向が高い人は，抑うつや不安，悲しみや怒りといったネガティブな感情を感じ
やすく，情緒的に不安定な特徴を持つ。開放性の高い人は，自分の精神世界や経
験する世界における幅や深さを持ち，想像性や審美性が高い。また，ビッグ・ファ
イブ・パーソナリティが想定する 5 つのパーソナリティ次元は，α因子（安定性）
とβ因子（柔軟性）と呼ばれる上位因子に縮約される（DeYoung, 2010; Digman, 
1997）。パーソナリティのα因子は，調和性と誠実性の高さ，および神経症傾向
の低さから導かれるもので，目的志向的な行動を確実に実行すべく，行動的・情
緒的・社会的な安定性を重んじる傾向を反映した次元である。一方，パーソナリ
ティのβ因子は，外向性と開放性の高さから導かれる上位因子で，環境中で積極
的に探索を行い，新規性のある経験を追求しようとする傾向を反映している。
　これまでに，政治的関心とパーソナリティの間の関連性は複数の研究で検討
されてきている。Schoen and Steinbrecher（2013）はドイツ人サンプルにおい
て政治的関心とビッグ・ファイブ・パーソナリティの関連性を検討し，開放性
と外向性が高いほど政治的関心が高い傾向があることを示した。Furnham and 
Cheng（2019）はアメリカ人のサンプルにおいて同様の検討を行い，外向性，調
和性，開放性が高く，誠実性が低いほど政治的関心が高い傾向があることを示し
た。しかし，誠実性と政治的関心の関連性については，両者の間に正の関連性
を認めた研究結果もある（O’Hara, Walter, & Christopher, 2009; Weinschenk & 
Dawes, 2017）。これまでの研究知見をまとめると，外向性と開放性の高さ，つ
まりパーソナリティのβ因子と政治的関心の間の正の関連性が一貫しているとい
える。一方，パーソナリティのα因子については先行研究の知見が一貫していな
いことが指摘できる。
　行動遺伝学研究の知見によると，政治的関心の個人差のうち 30%–50% は遺伝
要因に起因し，残りの 50%–70% は非共有環境によって説明されることが明らか
にされている（Bell & Kandler, 2016; Klemmensen, Hatemi, Hobolt, Skytthe, & 
Nørgaard, 2012; Kornadt, Hufer, Kandler, & Riemann, 2018）。そして，パーソ
ナリティと政治的関心の間の関連性は，大部分は遺伝要因の重複によるものの，
非共有環境の重複もその一部を説明することが示されている（Weinschenk & 
Dawes, 2017）。そのことから，パーソナリティは政治的関心を高めうるような
経験をすることに寄与し，その経験が政治的関心を高める可能性が示唆される。
政治的関心の教育可能性が高い青年期の知見に限ってみると，政治的関心を喚
起するような日常生活での出来事の経験（Stattin, Hussein, Özdemir, & Russo, 
2017），社会運動やボランティア活動への参加（Šerek, Machackova, & Macek, 
2017），政治的情報に関わる行動（Arens & Watermann, 2017; Moeller & de 
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Vreese, 2015; Moeller, Shehata, & Kruikemeier, 2018），教室内での議論や市民
学習への参加（Dassonneville, Quintelier, Hooghe, & Claes, 2012; Maurissen, 
2018），養育者や学校の先生の働きかけや態度（Cicognani, Zani, Fournier, 
Gavray, & Born, 2012; Glatz & Dahl, 2016; Zeglovits & Zandonella, 2013）など
が政治的関心の高さと関連することが示唆されている。

1.3.　学校におけるアクティブラーニングと政治的関心の育成
　シティズンシップ教育による政治的リテラシーの向上の必要性（竹島 , 2016）
を考慮すると，特に学校教育において子どもたちの政治的関心をいかにはぐくむ
かを検討する必要がある。学校の教室内での議論や市民学習への参加が政治的
関心と関連することを示した研究（Dassonneville et al., 2012; Maurissen, 2018）
は，それに相当するものといえる。しかしこれらの先行研究は，学校内での教育
活動への取り組みの形式的な有無によって教室内の議論や市民学習を変数化して
おり，個々の生徒たちの学習への取り組みの質については扱われていないという
問題点があった。教育活動を捉える際，そこでの形式的な学習の有無だけでなく，
学習のプロセスの中でどれほど他者の意見に耳を傾けたり，自分の意見を積極的
に発信したり，学習素材に対し深い考察をしたりしたのかという，学習そのもの
の質を測定することも重要である（e.g., 畑野 , 2011; 溝上ら , 2016）。
　政治的関心をはぐくむような政治や社会に目を向ける教育を行う際，いわゆる
知識伝達型授業と呼ばれる従来の学校教育において多用されてきた一方向的な授
業形態でなく，問題解決学習やディベート，グループ・ワークなどを多く取り入
れるアクティブラーニングの形態をとることが非常に多い（伊藤 , 2017）。アク
ティブラーニングとは「一方向的な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学習
を乗り越える意味での，あらゆる能動的な学習」のことで，能動的な学習とは，「書
く・話す・発表するなどの活動への関与と，そこで生じる認知プロセスの外化を
伴う」という（溝上 , 2015）。アクティブラーニングが想定するような学習内容
への深いコミットメントは，外向性や開放性，誠実性といったパーソナリティと
正の関連を示すことが頑健に示されている（Furnham, 2011）。また，近年のメ
タ分析の結果からは，学習者が主体的に学習プロセスに参加するアクティブラー
ニングは，伝統的な知識伝達型授業と比べて学習内容に対する理解がより深いも
のとなることが実証的に明らかにされている（Freeman et al., 2014）。アクティ
ブラーニングが政治的関心や政治的行動にどのように影響するかを検討した先行
研究では，ディベートに積極的に参加するなどのアクティブラーニング形式の学
習が，政治的関心や政治に対する効力感を高め，それが政治に関する行動の生起
へとつながることが示されている（Maurissen, 2018）。
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1.4.　本論文の目的
　以上のことから，青年期の子どもたちの政治的な関心を高めるために，アクティ
ブラーニング形式の学習が有効である可能性が示唆される。そして，政治的関心
に日常の生活を通じて影響すると考えられるパーソナリティは，アクティブラー
ニング形式の学習を促す個々の生徒のベースライン特性と考えられるため，パー
ソナリティがアクティブラーニングによる学習を促し，その経験が政治的関心を
向上させるという理論的なモデルが構築できるだろう（Figure 1）。本論文では
それを実証的に検討することを目的とする。また，学習そのものの質に注目する
重要性（畑野 , 2011; 溝上ら , 2016）に鑑みると，単にアクティブラーニング形
式の授業を受けているか否かではなく，どのようにその学習に取り組んだのかと
いう個々人の取り組みのあり方を測定する必要があるだろう。そこで本研究では，
個々の生徒のパーソナリティが，学校内でのアクティブラーニングへの取り組み
の質にどのように影響し，その学習の質が政治的関心へどのように影響するのか
を，Figure 1 に示されるような媒介モデルを利用して検討する。

Figure 1
本論文で検討するパーソナリティ，アクティブラーニング，政治的関心
の理論的な関係性

2．方法

2.1.　調査協力者・手続き
　2018 年 1–2 月，東京都内の公立中学校 1 校の中学 1 年生，2 年生を対象に，
質問紙調査「学校と家庭をつなぐ中学生調査」を行った。この学校は，東京都内
でも平均世帯年収が高い地域に位置する学校で，公立学校ではあるが学校独自の
取り組みを積極的に行うことで有名な学校である。調査票は学校にて配布され，
対象となった生徒たちは自宅にて調査票に回答した。回答後は，調査票を生徒た
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ち自身の手で封筒に封緘してもらい，それを再び学校にて提出してもらった。調
査票への回答は，生徒ならびにその保護者の書面での同意を得た上で行った。中
学 1 年生，2 年生の計 180 名から回答が得られ，そのうち回答に不備のあるもの
を除いた 163 名（中学 1 年生男子 = 38; 中学 1 年生女子 = 40; 中学 2 年生男子 = 
38; 中学 2 年生女子 = 47）から回答を得た。なおこの 163 名というサンプルサイ
ズは，危険率を 5% とした場合，80% の検定力でρ > .22 の相関を検出できるサ
ンプルサイズである。調査の実施に際しては，本論文の著者が本調査実施時に所
属していた機関の倫理審査専門委員会による学内倫理審査を経た。

2.2.　分析対象項目
パーソナリティ　中学生のパーソナリティは，日本語版 Ten Item Personality 
Inventory（TIPI-J; 小塩・阿部・カトローニ , 2012）によって測定された。この
尺度は，ビッグ・ファイブ・パーソナリティの外向性・調和性・誠実性・神経症
傾向・開放性のレベルを，各特性 2 項目で測定する尺度である。生徒たちは計
10 個の項目について 7 件法（1: まったく違うと思う –7: 強くそう思う）にて回
答を求められた。本論文はサンプルサイズが小さいため，変数の数の縮約のため
にビッグ・ファイブ・パーソナリティをパーソナリティのα因子（調和性・誠実
性・神経症傾向）とβ因子（外向性・開放性）の 2 つの得点にまとめて利用した。
　政治的関心　中学生の政治的関心は，政治的関心尺度（原田 , 1985）を改変・
抜粋したものによって測定された。具体的な項目文については Table 1 に記載し
た。この尺度は，政治や政治に関連した社会問題，経済に対する興味・関心のレ
ベルを 5 項目で測定する尺度である。生徒たちは 5 件法（1: あてはまらない –5: 
あてはまる）にて回答を求められた。
　アクティブラーニング　中学生の学校内での学習場面におけるアクティブ
ラーニングへの取り組みの質を，アクティブラーニング（外化）尺度（溝上ら , 
2016）を用いて測定した。この尺度はアクティブラーニングにおけるその学習活
動自体の質を測定するために開発された尺度で，12 項目からなる。生徒たちは 5
件法（1: あてはまらない –5: あてはまる）にて回答を求められた。
　デモグラフィック変数　中学生の性別（0: 男性，1: 女性）を尋ねた。

2.3.　分析手法
　まず，政治的関心尺度について，原田（1985）による原版を改変，抜粋したた
め，原版の位置因子構造が保たれているかを確認すべく，一因子構造を仮定した
確認的因子分析を行った。確認的因子分析の結果，一因子モデルのあてはまりが
良いことを確認したうえで，続く分析を行った。モデルの適合度については CFI

（comparative fit index; Bentler, 1990），TLI（Tucker-Lewis index; Tucker & 
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Lewis, 1973），RMSEA（root mean square error of approximation; Steiger, 
1990），SRMR（standardized root mean squared residual; Bentler, 1995） の
4 つを用い，総合的に判断を行った。なお，Hu and Bentler（1999）によると，
CFI > 0.95，TLI > 0.95，RMSEA < 0.06，SRMR < 0.08 の場合，良いあてはま
りとなる。また，CFI > 0.90，TLI > 0.90，RMSEA < 0.08，SRMR < 0.09 の場合，
許容可能なあてはまりとされている。
　各変数の尺度得点については，それぞれの尺度の項目得点を加算平均し算出し
た。パーソナリティのα因子とβ因子の得点については，それぞれ対応する特性
の尺度得点を加算平均することで算出した。得点算出後，各変数間の相関係数を
算出し，2 つのパーソナリティ得点からアクティブラーニング得点を予測する重
回帰分析を行った。そして，アクティブラーニングを媒介変数として設定し，2
つのパーソナリティ得点からアクティブラーニングを介して政治的関心を予測す
る媒介モデルを共分散構造分析によって分析した。モデルの適合度については，
確認的因子分析モデルと同様の手順で行った。媒介モデルにおける間接効果の推
定には，バイアス補正ブートストラップ法（10000 ランダムサンプリング）を用
いた。ブートストラップ法による間接効果の推定は，Sobel テストのような他の
間接効果の検証方法よりも推定精度が良いことが知られている（Hayes, 2009）。
なお，媒介モデルの分析時には学年と性別はすべて統制した。分析は全てオープ
ンソースの統計ソフトウェア環境である R 3.5.3 において行い，確認的因子分析
モデルと媒介モデルをあてはめた共分散構造分析については lavaan パッケージ

（Rosseel, 2012）を用いて行った。

3．結果

3.1.　政治的関心尺度の確認的因子分析
　政治的関心尺度の因子構造を確認すべく，尺度への回答データを用いた確認的
因子分析を行った。分析時には，潜在変数の分散を 1 に固定し，5 つの観測変数
へのパス係数の母数を自由推定した。母数の推定には完全情報最尤推定法（full-
information maximum likelihood method）を用いた。その結果，すべての項
目について，統計的に有意な因子負荷が確認された。詳細な母数の推定値，お
よび 95％信頼区間については Table 1 に示した。モデルの適合度については，
RMSEA の値がモデルのあてはまりの悪さを示したが（RMSEA = 0.112, 90%CI 
= [0.052, 0.178]），その 90％信頼区間の下限は Hu and Bentler（1999）による許
容可能な RMSEA の値を下回っていること，また他の適合度指標については非
常に良いあてはまりを示していた（CFI = 0.982; TLI = 0.963; SRMR = 0.022）
ことから，今回はこの一因子モデルの適合度については許容可能なものと判断し
た。
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Table 1
政治的関心を測定する尺度の項目文と確認的因子分析
Item Estimate 95%CI p
政治や社会に関するニュースや記事などに目を通す 1.11 [0.95, 1.27] <0.001
政治の問題や国全体の問題に対して関心をもつ 1.17 [1.02, 1.32] <0.001
友だちや家族と政治や国の問題について話し合う 1.03 [0.85, 1.20] <0.001
政治について説明したテレビ番組や新聞，本などに目を通す 1.11 [0.94, 1.27] <0.001
選挙の結果について選挙のたびに興味を持つ 1.04 [0.85, 1.23] <0.001

3.2.　各変数の記述統計量と信頼性係数，および相関係数
　各変数の記述統計量と信頼性係数を算出した。その結果を Table 2 に示した。
分析に用いる変数について，平均値が大きく偏っている変数はなかった。心理測
定尺度により算出された得点については，Cronbach のα係数を用いた信頼性係
数を算出した。すると，政治的関心とアクティブラーニングについては非常に高
い信頼性を示したが，パーソナリティのα因子とβ因子については，その得点の
信頼性が低く，特にβ因子の信頼性は 0.5 を下回るものとなった。α係数につい
ては，それが高いことは項目間の相関性が高いことを意味するが，それはつまり
その項目群により測定される概念領域が狭いことを示唆する。パーソナリティの
α因子やβ因子は，もともと概念領域の広いビッグ・ファイブ・パーソナリティ
のドメインを縮約した上位因子であり，その概念領域は相当に広いと考えられ
る。この広範な概念を TIPI-J のような項目数の少ない尺度によって測定する場
合，α係数が反映する項目内容の一貫性を過度に求めることはできない（小塩ら , 
2012）。これは，帯域幅と忠実度のジレンマ（Cronbach & Gleser, 1965）として
知られる問題である。このような事情に鑑み，本論文ではα係数による信頼性係
数が低いが，2 つのパーソナリティ得点をそのまま用いることとする。

Table 2
各変数の記述統計量と信頼性係数

変数 Mean/n SD/% 最小値 最大値 信頼性係数
学年

中学 1 年生 78 47.85%
中学 2 年生 85 52.15%

性別
男性 76 46.63%
女性 87 53.37%

パーソナリティ
α因子 4.09 0.90 1.83 7.00 0.61
β因子 4.47 1.04 2.00 7.00 0.42

アクティブラーニング 3.81 0.83 1.00 5.00 0.91
政治的関心 3.38 1.15 1.00 5.00 0.93
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　つづいて，各変数間の相関係数を算出した。パーソナリティのα因子得点は，
アクティブラーニングと政治的関心との間に統計的に有意な正の相関が確認され
た。パーソナリティのβ因子得点はアクティブラーニングとの間に統計的に有意
な正の相関が確認されたが，政治的関心との間の相関は統計的に有意にはならな
かった。詳細な相関係数は Table 3 に示した。

Table 3
変数間の相関係数と 95% 信頼区間

パーソナリティα因子 パーソナリティβ因子 アクティブラーニング
パーソナリティβ因子 0.12 [-0.04, 0.27]
アクティブラーニング 0.28 [0.13, 0.42] 0.26 [0.11, 0.40]
政治的関心 0.15 [0.00, 0.30] –0.04 [–0.19, 0.12] 0.25 [0.10, 0.39]

3.3.　パーソナリティのα因子・β因子と政治的関心の関連
　本論文で検討する媒介モデルを用いた分析をする前に，説明変数であるパーソ
ナリティのα因子・β因子の得点から，政治的関心の得点を予測する重回帰分析
を試みた。重回帰分析に先立ち，パーソナリティのα因子・β因子の得点，アクティ
ブラーニング得点，政治的関心の得点はすべて，全体の平均値と標準偏差を用い
て z 得点（Mean = 0, SD = 1）へと標準化した。重回帰分析を行う際は，性別と
学年はともに説明変数として投入することで統制した。その結果，パーソナリティ
のα因子は政治的関心との間に統計的に有意な正の関連性が見られた（B = 0.20, 
95%CI = [0.04, 0.37], p = 0.02）。一方，パーソナリティのβ因子は政治的関心と
の間に有意な関連性が見られなかった（B = 0.01, 95%CI = [–0.15, 0.17], p = 0.92）。
この結果は，本論文で検討する媒介モデルにおいて，パーソナリティのβ因子を
説明変数として投入することを支持しないものであった。しかし，先行研究の
知見（Furnham & Cheng, 2019; Schoen & Steinbrecher, 2013; Weinschenk & 
Dawes, 2017）では，パーソナリティのβ因子と政治的関心の間に頑健な正の関
連性が確認されているため，本論文ではパーソナリティのα因子に加えてβ因子
も説明変数として投入するモデルを補足的に試みることにした。

3.4.　媒介モデルの検討
　説明変数としてパーソナリティのα因子のみを投入し，媒介変数としてアク
ティブラーニング，目的変数として政治的関心を設定した媒介モデルについて，
共分散構造分析により分析を行った（Figure 2）。その結果，パーソナリティの
α因子から政治的関心への直接効果は統計的に有意にならなかった（Estimate = 
0.12, 95%CI = [–0.05, 0.30], p = 0.16）。一方，パーソナリティのα因子からアク
ティブラーニングへのパスと（Estimate = 0.25, 95%CI = [0.10, 0.39], p = 0.001），
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アクティブラーニングから政治的関心へのパスが統計的に有意となり（Estimate 
= 0.35, 95%CI = [0.18, 0.50], p < 0.001），パーソナリティのα因子から政治的関
心への間接効果が統計的に有意となった（Estimate = 0.09, 95%CI = [0.03, 0.16], 
p = 0.01）。

 

Figure 2
アクティブラーニングを介したパーソナリティのα因子と政治的関心の
関連

　また，補足的に行ったパーソナリティのα因子とβ因子の両方を説明変数とし
て投入したモデルでは（Figure 3），パーソナリティのα因子・β因子から政治
的関心への直接効果は統計的に有意にならなかった（Estimate = 0.12, 95%CI = 
[–0.05, 0.29], p = 0.16 α因子 ; Estimate = –0.12, 95%CI = [–0.27, 0.03], p = 0.11 β
因子）。一方，パーソナリティのα因子・β因子からアクティブラーニングへの
パスと（Estimate = 0.23, 95%CI = [0.10, 0.37], p = 0.001 α因子 ; Estimate = 0.25, 
95%CI = [0.11, 0.39], p < 0.001 β因子），アクティブラーニングから政治的関心
へのパスが統計的に有意となり（Estimate = 0.39, 95%CI = [0.22, 0.54], p < 0.001），
パーソナリティのα因子・β因子から政治的関心への間接効果が統計的に有意と
なった（Estimate = 0.09, 95%CI = [0.03, 0.16], p = 0.01 α因子 ; Estimate = 0.10, 
95%CI = [0.04, 0.17], p = 0.01 β因子）。
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Figure 3
アクティブラーニングを介したパーソナリティのα因子・β因子と政治
的関心の関連の補足的検討

4．考察

　本研究の目的は，政治的関心の教育可能性の高い青年期に相当する中学生を対
象に，パーソナリティが学校内でのアクティブラーニングを介して政治的関心を
高めうるのかを検討することであった。中学 1，2 年生を対象とした調査の結果，
パーソナリティのα因子と呼ばれる，調和性と誠実性の高さと，神経症傾向の低
さを総合した特性が，アクティブラーニングを介して政治的関心に正の影響を与
えている可能性が示唆された。外向性と開放性の高さを総合したパーソナリティ
のβ因子については，媒介モデル上では統計的に有意な間接効果を示していたも
のの，前提となるβ因子と政治的関心の直接の関連性が統計的に有意にならな
かったため，解釈には注意を要する結果となった。
　パーソナリティのα因子が政治的関心との間で正の相関を示したことは，誠実
性と政治的関心の正の関連性を示した研究知見や（O’Hara et al., 2009），誠実性，
調和性，情緒安定性と政治的関心との正の関連性を示した研究知見（Weinschenk 
& Dawes, 2017）と整合的なものである。一方，パーソナリティのβ因子と政治
的関心の間で有意な関連は見られなかった。パーソナリティのβ因子が反映する
外向性と開放性の高さは，政治的関心との間に正の相関が繰り返し確認されてい
たが（Furnham & Cheng, 2019; Schoen & Steinbrecher, 2013; Weinschenk & 
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Dawes, 2017），本研究ではその知見を再現することができなかった。この先行
研究との結果の不一致の原因として考えられることの一つに，文化差の存在が指
摘できる。先行研究はドイツやアメリカという欧米圏の国において実施されたも
のであった。しかし本研究は日本人のサンプルを用いており，日本社会において
どのような人が政治に対する関心を高く持ちうるのか，欧米圏とは異なっている
可能性があるだろう。実際に，欧米圏の人々にとって身近な政治的・社会的行動
が，日本人においては自身の生活の中で関わることの無いこととして感じられて
いることを示唆する知見もある（小林 , 2015）。ゆえに，政治に関わる事柄は日
本人にとって生活の一部ではなく，むしろエネルギーを割き努力して関与するも
のと認識されているとも考えられる。政治がそのような対象であれば，誠実性の
要素が入るパーソナリティのα因子において政治的関心と関連が見られたのは整
合的なことかもしれない。この点については，今後実証的なデータをとり，国際
比較の観点から検討していくべきことといえる。
　別の可能性として，青年期前期という発達段階の特徴も指摘できるだろう。先
行研究の知見はすべて成人サンプルに基づくものであり（Furnham & Cheng, 
2019; Schoen & Steinbrecher, 2013; Weinschenk & Dawes, 2017），現在までに
パーソナリティと政治的関心の関連性を児童期・青年期のサンプルを用いて直
接的に検証した知見は見られない。例えば，政治的な価値観と妄信的な態度と
の間の関連の方向性が年齢によって異なるという知見も報告されていたりする

（Boshier, 1973）。このような発達段階による違いについても，より大きなサンプ
ルを用いて今後検討すべき課題といえるだろう。また，もう一つ，パーソナリティ
のβ因子と政治的関心との間に関連性が見いだせなかったことの原因として，本
研究におけるパーソナリティのβ因子の信頼性の低さが指摘できる。先述のよう
に，パーソナリティのβ因子の概念領域は広いものの，その広い概念を測定する
のに TIPI-J という短縮版の尺度では十分な信頼性を確保した測定ができなかっ
た。結果，β因子の得点は測定誤差が多く含まれることになったため，相関の希
薄化が生じた可能性がある。この可能性についても，今後より信頼性の高いパー
ソナリティの尺度を利用して調査を行うことで，検討が可能になるだろう。
　本研究が検討した媒介モデルでは，パーソナリティのα因子と政治的関心との
間の関連性を，学校内のアクティブラーニングが媒介していた。パーソナリティ
のα因子の高さがアクティブラーニングの質を高め，それが政治的関心の高さへ
とつながっている可能性が示唆されたといえる。α因子の高さは協調性，責任感，
計画性の高さや情緒的に安定している傾向を反映している。アクティブラーニン
グは，その学習の過程において協働しながら書き，話し，他者に向けて発表する
ような，能動的な活動を含む（溝上 , 2015）。本研究の知見からも明らかなよう
に，パーソナリティのα因子が反映するような特徴を高く持つ生徒は，アクティ
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ブラーニングに取り組む際にも周囲の生徒とより良く協働的に学ぶことが可能に
なると考えられる。アクティブラーニングへのより良い取り組みは，他者との意
見のやり取りやすり合わせなどを含む。教室内で他の生徒と議論をすることが政
治的関心を高めうるという知見は既に得られており（Dassonneville et al., 2012; 
Maurissen, 2018），アクティブラーニングの過程における他の生徒との協働が，
政治的関心を高めることに寄与したと考えられる。ただし，溝上（2015）が指摘
するように，アクティブラーニングにおいては他の生徒との協働以外の要素もそ
のプロセスに含まれる。実際に，その学習の過程における学習行動について探索
的因子分析を行った結果，他者との意見のやり取りを行う「討論」の要素以外に，
関連する資料などの「探索」や，実際に現場に出向いたり調査・実験を行ったり
する「体験」の要素も含まれることが示唆されている（川本 , 2020）。今後，アクティ
ブラーニングという学習形態のどの要素が政治的関心と関連するのか，詳細な検
討が期待される。
　Weinschenk and Dawes（2017）によれば，パーソナリティと政治的関心の
間の関連性は主に遺伝要因によるものであるものの，非共有環境もその関連性に
寄与していた。環境的な変数と考えられるものでも無視できない遺伝要因の関与
があることを考慮すると（Kendler & Baker, 2007），アクティブラーニングへの
取り組みが完全に環境要因によるものとは考えられない。したがって本研究の知
見についても，パーソナリティのα因子を高くするような遺伝要因がアクティブ
ラーニングへの関与を高め，かつ政治的関心も高めていたという可能性が指摘で
きる。この場合，説明変数（パーソナリティのα因子），媒介変数（アクティブラー
ニング），目的変数（政治的関心）の間の関連性が，その背後の共通した遺伝要
因の関与によって説明できるということになる。しかし，パーソナリティのα因
子と政治的関心という構成概念の意味するところを考えたとき，両変数の間に概
念的な重複があるとは考えづらい。加えて，アクティブラーニングへの取り組み
の個人差のすべてが遺伝要因であることは考えられず，少なくともその一部は真
に環境的な要因であると考えられる。ゆえに，パーソナリティのα因子と政治的
関心との間の関連性は，何らかの要因を介して生じているものであると考える方
が妥当である。ゆえに本研究の結果の背後にある遺伝環境構造については，パー
ソナリティのα因子がアクティブラーニングのより良い取り組みの経験へと非共
有環境要因を通じて寄与し，さらにその経験が非共有環境要因を通じて政治的関
心の高さに寄与していると考えることができるだろう。今後，双生児法を用いた
行動遺伝学研究のデザインを用いて本研究の結果を追試することで，この点につ
いて答えを出すことができるだろう。
　本研究における新たな知見として，パーソナリティがアクティブラーニングと
いう学習活動につながり，それが政治的関心の高さと関連するという，政治的関
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心を育む教育的介入の可能性を示唆した点が指摘できる。アクティブラーニング
へのより良い取り組みは，パーソナリティのα因子とβ因子の両方の得点の高さ
と関連していたため，より協調的で勤勉であり，情緒的に安定していて，外向的
で好奇心の強い生徒はアクティブラーニングへ積極的に取り組むことが予想され
る。そのような生徒は政治的関心も高く持つことができるだろう。一方，パーソ
ナリティのα因子・β因子の得点が低い生徒は，学校内でのアクティブラーニン
グへの取り組みに対してより消極的であることがうかがわれる。そこで学校の現
場においては，パーソナリティのα因子・β因子の得点が相対的に低い生徒に対
して，アクティブラーニングへの取り組みを促すような教育上の支援が求められ
るだろう。具体的には，学習課題に取り組む中で今何を行うべきか限定して提示
する，課題の進捗や学びのプロセスを可視化する，積極的に課題に取り組むよう
に促す，学習課題の中で取り組むことについてのヒントを与える，足場かけにな
るような助言や手助けを行う，学習課題の中でとる行動についての詳細な説明を
行うことなどが有効な支援となる（秋田 , 2019）。そのような支援により，アクティ
ブラーニングへの取り組みが改善されれば，政治的関心を向上させることにもつ
ながりうる。学校内でのシティズンシップ教育によって政治に対するリテラシー
を向上させる必要性が指摘されているものの（竹島 , 2016），そのような教育に
おいてすべての生徒が十分な学習への取り組みを行えない可能性を，本研究の知
見は示唆している。シティズンシップ教育において多用されるアクティブラーニ
ング型の学習に対して，十分に取り組むことのできない生徒たちを対象に授業中
のサポートを行うことは，すべての生徒たちの政治的関心を育成する上で重要な
点と考えられる。
　本研究の知見は，パーソナリティがアクティブラーニングを介して政治的関心
を向上させる可能性を示唆するものであり，教育上の介入の可能性を支持する有
益な知見であったと考えられる。その一方で，本研究は複数の限界点を含んでい
た。まず，本研究のデータは単一の学校において，横断調査によって得られたも
のであった点が指摘できる。調査対象の学校が 1 つの学校で，かつ特色のある学
校であった点は，本研究の結果の一般化を難しくする。本研究の知見は，東京都
内でも生活水準の高い地域の学校で，先進的な取り組みを数多く行う学校におい
て得られた結果であるという点には注意する必要があるだろう。同じ東京都内で
も生活水準が相対的に低い地域の学校や，または都市部ではなく農村地域の学校
での調査を通じ，結果がどこまで再現されるかを通じて知見の一般化を図る必要
がある。また，本研究のデータは横断調査に基づくものであったため，結果はす
べて同時相関的な関連性に基づくものであった。ゆえに，媒介モデルにおける変
数間のパスの方向は反対であったとしても成立するものである点については，注
意する必要がある。今後，縦断調査に基づくデータや，または実験的なデザイン
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によってより精緻な結果を得ていく必要があるだろう。2 点目は，本研究のデー
タが自己報告による調査データであった点があげられる。自己報告によるデータ
であったため，本研究の知見は同一の評定者であったことによって生じた相関に
よってバイアスを受けている可能性がある。ただし本研究では，例えばパーソナ
リティのβ因子の得点と政治的関心の間はほぼ無相関であり，自己報告という方
法の共通性によって相関が生じた可能性は，強くは支持されない。3 点目に，本
研究では媒介変数としてアクティブラーニングを想定したが，その他にもパーソ
ナリティと政治的関心の間の関連性を媒介する要因は存在しうる点が指摘でき
る。先行研究の知見から，例えば社会運動やボランティア活動への参加や（Šerek 
et al., 2017），政治的情報に関わる行動（Arens & Watermann, 2017; Moeller & 
de Vreese, 2015; Moeller et al., 2018）など，学校外での活動も政治的関心を向
上させうる可能性が示唆されている。そしてこのような行動もすべて，パーソナ
リティの影響を少なからず受けると考えられる（Roberts, 2009）。ゆえに，今後
の研究においてより多くの要因を取り上げたモデルの検討が必要になると考えら
れる。最後に，本研究で用いた政治的関心尺度が中学生を対象として，妥当性の
検証を行っていない点が指摘できる。本研究で用いた政治的関心尺度は，原田

（1985）が大学生対象に作成したものを，中学生に適用可能なようにワーディン
グを修正し，かつ負担なく回答できるよう項目数を削減したものであった。この
改訂版の尺度について，本研究の実施前に妥当性を検証しておらず，妥当性が十
分でなかった可能性がある。そのことが，政治的関心と他の変数との関連性の弱
さに影響していることも考えられ，今後，政治的関心尺度の妥当性の検証が必要
となる。
　本研究の知見は，学校内でのアクティブラーニングへの取り組みが，個々の生
徒のパーソナリティと政治的関心の間の関連を媒介しているというものであっ
た。得られた知見は，学校教育において政治的関心を育成するための教育的介入
の可能性を示唆している。選挙権年齢の引き下げや，若者の政治に対する関与の
少なさといった現状に鑑みると，学校教育が子どもたちの政治的な社会化に対し
て果たしうる役割は少なくない。今後，本研究の知見をより精緻なものにしてい
き，より効果的な教育の方法を検討していく必要があるだろう。

付記
本研究は，公益財団法人前川財団平成 29 年度助成を受けたものである。本研究
の一部は日本教育心理学会第 60 回大会（2018 年）にて発表した。調査にご協力
いただいた中学生とその保護者の皆さまに心より御礼申し上げます。
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